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職員給与の状況1

◆職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額

※１.「平均給料月額」とは、令和2年４月1日における職員の基本給の平均です。　２.「平均給与月額」は、給料月額と毎月支払われる諸手当の額
を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

（令和2年4月1日現在）

区　分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
（国ベース） 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

（国ベース）

海老名市 41.4歳 31万600円 38万308円 51.8歳 28万8,200円 33万4,856円

国 43.2歳 32万7,564円 40万8,868円 50.9歳 28万7,283円 32万8,862円

◆職員給与費 （令和元年度一般会計決算）

※１.職員手当には退職手当を含みません。　２.職員数は、平成31年４月１日現在の人数です。　
　３.（　　）内は、再任用短時間勤務職員です。職員数に含みません。

区　分 職員数Ａ
給    与    費 1人当たり

給与費 B/A給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　Ｂ

令和元年度 777人
（27）

28億4,704万
1,000円

9億4,035万
4,000円

12億3,781万
4,000円

50億2,520万
9,000円

646万
7,000円

※（　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

◆期末手当・勤勉手当 （令和元年度）
海 老 名 市 国

１人当たり平均支給額
158万800円 ―

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当
2.6月

（1.45月）
1.9月

（0.9月）
2.6月

（1.45月）
1.9月

（0.9月）
（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級
などによる加算措置
・役職加算 5～20％

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級
などによる加算措置
・役職加算 5～20％
・管理職加算 10～25％

◆職員の初任給 （令和2年4月1日現在）

区　　分 海 老 名 市 国

一般行政職
大学卒 18万6,700円 総合職大学卒 18万6,700円　 一般職大学卒 18万2,200円

高校卒 16万100円 一般職高校卒 15万600円

技能労務職 15万4,900円 －

◆退職手当 （令和2年4月1日現在）
区　分 海 老 名 市 国
支 給 率 自 己 都 合 勧 奨・定 年 自 己 都 合 勧 奨・定 年

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分 19.6695月分 24.586875月分
勤続25年 28.0395月分 33.27075月分 28.0395月分 33.27075月分
勤続35年 39.7575月分 47.709月分 39.7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分 47.709月分 47.709月分
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（1～45％加算）
退職時特別昇給 なし なし

1人当たり平均支給額 514万円 2,060万円 －

特別職の報酬などの状況2
（令和2年4月1日現在）

区　　分 給 料 月 額 等 期 末 手 当 退 職 手 当（１期 の 手 当 額 ）

給　料
市 長 93万円 4.5月

（令和元年度支給割合）
加算措置20％

1，674万円
副 市 長 74万6,000円     895万2,000円
教 育 長 70万円    504万円

報　酬
議 長 53万6,000円 4.45月

（令和元年度支給割合）
加算措置20％

－
副 議 長 45万1,000円 －
議 員 42万2,000円 －

※退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額および支給率に基づき、１期（市長・副市長は4年＝48月、教育長は3年＝36月）
を勤めた場合における退職手当の見込額です。

職員数の状況3
◆部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年度4月1日現在）

区　　分 職員数 対前年
増減数 主な増減理由

部　　門 令和2年度 令和元年度

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 7 7 0
総務 169 163 6 業務見直しに伴う増
税務 40 38 2 徴税力強化のための増
民生 167 163 4 子ども・子育て支援充実のための増など
衛生 86 76 10 ごみ収集体制強化のための増
農水 13 13 0
商工 9 9 0
土木 85 86 △1 業務見直しに伴う減

計 576
（20）

555
（23）

21
（△3）〈参考〉人口１万人当たり職員数 42.84 人

教育部門 58 52 6 業務見直しに伴う増
消防部門 179 170 9 消防力強化のための増

小　計 813
（25）

777
（27）

36
（△2）〈参考〉人口１万人当たり職員数 60.47 人

会
計
部
門

公
営
企
業
等

下水道 17 16 1 下水道事業
その他 32 31 1 国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者医療事業

小　計 49
（0）

47
（1）

2
（△1） 業務見直しに伴う増

合　計
862

（25）
[860]

824
（28）
[821]

38
（△3）

[39]
〈参考〉人口１万人当たり職員数 64.11 人

※1.職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者や派遣職員などを含み、会計年度任用職員を除いてい
ます。　２.[　　]内は、条例定数の合計です。　3.（　　）内は、再任用短時間勤務職員です。職員数に含みません。

　職員に支給している給与・職員数などの人事行政の運営状況の概要をお知らせします。今回お知らせ
する情報のほか、「その他の手当」「級別職員構成比」「年齢別職員構成の状況」などを市ホームページで
公開しています。

海老名市の職員数・給与の状況

◆一般行政職（482人）の級別内訳 （令和2年4月1日現在）

1級（主事補）
2級（主事）
3級（主任主事）
4級（主査）
5級（係長・副主幹）
6級（課長・主幹）
7級（次長・参事）
8級（理事・部長）

1級
46人
9.6%

2級
109人
22.6%

3級
97人
20.1%

4級
39人
8.1%

5級
75人
15.6%

6級
71人
14.7%

7級31人
6.4%

8級14人 2.9%

問職員課☎（235）4503




